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「住宅⽤太陽光発電システム市場」は、新型コロナウィルス感染症や消費増税の影響を受けて、2020年前半は停滞を余
儀なくされました。消費活動が冷え込み、対⾯営業ができなくなり、新しい⽣活様式・事業様式の中、事業の再構築の模索
が続きました。しかし、世界の再⽣可能エネルギーや太陽光発電市場と同様、将来にわたり経済成⻑を牽引する市場として
の再認識が⾼まり、⽇本でも2020年12⽉に発表された「グリーン成⻑戦略」の柱の⼀つに住宅市場および住宅⽤太陽光発
電システム市場が据えられています。世界に誇る普及数や製品バラエティに富む⽇本の住宅⽤太陽光発電システム市場が、
将来に向けて再び成⻑の⽅向性を獲得した瞬間でした。

産業⽤太陽光発電システムも新型コロナウィルスの影響を克服しつつあり、⽇本経済の復興を牽引していくことが期待され
ています。⽇本の伝統的なものづくりの強さをベースにしつつ、海外の素晴らしい製品も活⽤しながら、システムとして、電⼒とし
てエネルギーマネジメントの⽴場で商品やサービスを提供し、使いこなすフェーズに⼊っています。

今後、⽇本の⼈⼝・世帯数減少により新築住宅着⼯件数は着実に減少傾向となりますが、政府や業界はストックやインフ
ラとしての価値向上に注⼒していく⽅針です。そこに太陽光発電や蓄電システムの付加価値が含まれることは⾔うまでもありま
せん。さらに、CO2削減を柱とする地球温暖化対策の要として、経済産業省・国⼟交通省・環境省がタッグを組んで住宅を
含む建築物の省エネルギー化およびゼロエネルギー化を強⼒に推進し、住宅産業を中⼼とした各種業界におけるステークホル
ダーの取組は今後ますます活発化していきます。

これらを背景として、本レポートでは、住宅⽤太陽光発電システムを取り巻く現状を整理し、定点観測を⾏いつつトレンドを
明らかにすると共に、将来の市場予測や事業機会などの展望をまとめました。

多様化するユーザーニーズをいち早く捉え、持続的な住宅⽤太陽光発電システム事業の構築・事業基盤拡⼤を果たすに
当たり、本レポートをご活⽤いただければ幸いです。
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住宅⽤太陽光発電システム市場の現状と⾒通し
〜今後のビジネス展開に向けて〜

「住宅⽤太陽光発電システム市場の現状と⾒通し
〜今後のビジネス展開に向けて〜」 レポートの概要



「住宅⽤太陽光発電システム市場の現状と⾒通し」 全体像

16

• ⽇本の住宅⽤太陽光発電システム市場は、新型コロナウィルス感染症などの影響
を受けながらも、将来にわたる経済成⻑の牽引役としての再認識が⾼まり、グリーン
成⻑戦略などの追い風も受けて新築住宅を中⼼にさらに市場拡⼤の⽅向

• 2020年度942MW/年（17.3万棟/年）の市場が、2030年度には2.67〜
3.66GW/年（最⼤54.1万棟/年）、累積32.2〜37.4GW（最⼤663万棟）まで
拡⼤する⾒込み

• さらなる市場規模拡⼤のために既存住宅⽤市場の変⾰が必要で、産官のストック
市場対策に合わせ、次世代太陽光発電システム商品開発・ニーズ適合化の模索
が重要に

バックデータと共に詳細な説明を⾏っております。

皆さまの事業計画検討に反映していただける資料となっております。



3.4 住宅⽤太陽光発電システム市場予測（サマリー）
3.4.1 年間および累積導⼊量の予測結果（現状成⻑／導⼊・技術開発加速ケース、DCベース）

実績 予測
【現状成⻑ケース】 【導入・技術開発加速ケース】

© 株式会社資源総合システム

単位︓GW（DCベース）



3.1 導⼊予測の前提、シナリオ
3.1.1 2021年度（以降）の住宅⽤太陽光発電システム市場をめぐる⽅向性

 新型コロナ対策における経済刺激策および世界的な脱炭素化を目指すグ
リーン投資の活発化により、住宅⽤太陽光発電システム市場は新築向け
を中⼼に拡⼤基調となり、新規の創蓄（省）エネルギー商品市場拡⼤
および卒FITユーザーによる蓄電システム導⼊拡⼤が確実に起こる

 技術開発による性能向上および流通合理化などを通じてシステム価格も
低下し、ほかの（分散型）電源との競争⼒も獲得

 防災・レジリエンス性向上やIoT・AI活⽤の⾼付加価値サービスも広がり、
住宅⽤太陽光発電システム市場はさらに活性化する

 
 引き続き導⼊コスト低減
 TPO/PPAなどゼロ円導⼊ビジネス進展
 卒FITオーナーへの対応進展
 自家消費型システム、クリーンエネルギーへの需要の⾼まり
 グリーン成⻑戦略を背景にした住宅部門での省エネ化・ゼ

ロエネ化推進
 住⽣活基本計画、エネルギー基本計画の改定（省エネ・

再エネにより注⼒の⽅向）、など

 新型コロナウィルスの影響の継続（需要
低迷、新規営業のやりにくさ）

 買取価格（タリフ）の低減
 各事業セグメントで事業撤退が発生
 建築物省エネ法への対応の遅れ（特に中

⼩⼯務店）、など



ネットワーク化・マイクログリッド
地域内融通（地産地消）＋地域外輸出……

（ 2削減価値）（CO2削減価値）

2.1.2 住宅⽤太陽光発電システム市場の変化（販売／商品⾯）

〈販売⾯〉
（現在）

〈市場ドライバ〉

〈商品⾯〉
太陽光発電システム太陽光発電システム

建材一体型太陽光発電（ ）建材一体型太陽光発電（BIPV）

＋インテグレータ主導
工務店対応

ユーザー主導ユーザー主導

＋狭小屋根向け＋狭小屋根向け
＋ 向け＋ZEH向け ＋ 住宅向け＋LCCM住宅向け軽量・短期改修型軽量・短期改修型

パッケージ化パッケージ化
＋レジリエンス向け＋レジリエンス向け

標準・規格化標準・規格化

＋相対契約＋相対契約
、 、DR、VPP、P2P

非化石（環境）価値非化石（環境）価値

（2030年ごろ）

ローカル販売網開拓 系列、FCなど
（国内メーカー主導）

専門商社・⼤規模販社（海外メーカー拡販）

第三者所有（TPO）／電⼒購⼊契約（PPA）
（ゼロ円設置／初期投資削減）

コマース・直販体制構築Eコマース・直販体制構築

新築住宅向け新築住宅向け
既存住宅向け既存住宅向け

蓄電システム蓄電システム

太陽光発電＋蓄電システム太陽光発電＋蓄電システム
HEMS

屋根材／屋根材／BAPV

壁材壁材
窓窓

余剰電⼒買取余剰電⼒買取 FIT

自家消費型自家消費型



1.3.2 住宅⽤太陽光発電システム・メーカー出荷量推移（推定）

出典︓株式会社資源総合システム調べ

 太陽電池モジュール出荷量では、
シャープ、パナソニック、京セラは漸減傾
向ながら他社に⽐べて⽐較的多い

 ⻑州産業、ソーラーフロンティア、HRD

（⼀条⼯務店系）なども、⼀定のシェ
アを保っている

 出荷量シェアでは、従来のトップ群
（シャープ、パナソニック、京セラ）が
シェアを落とす⼀⽅、新興企業や海外
メーカー（カナディアンソーラー、ハンファ
Qセルズ等）が徐々にシェアを拡⼤

 その他企業については、国内インテグ
レーターによる海外製太陽電池モ
ジュールの直接購⼊やOEM調達が増
えていることを⽰唆している



1.4.7 住宅⽤太陽光発電システム（10kW未満）都道府県別導⼊ランキング（累積）（その2）

出典︓経済産業省資源エネルギー庁資料（設備認定データ（2020年9⽉末時点））、株式会社資源総合システム調べ

単位︓kW（ACベース）



3.3.4 住宅⽤太陽光発電システム市場における価格想定の比較（現状成⻑／導⼊・技術開発加速ケース）

出典︓株式会社資源総合システム調べ

※各年度末時点の価格を示す

【現状成長ケース】 【導入・技術開発加速ケース】

 習熟曲線に基づき⻑期の価格低減トレンドを検討すると、現状成⻑ケースの場合、住宅⽤太陽光発
電システム価格は、2030年度︓平均143円/Wまで低減する可能性がある

 導⼊・技術開発加速ケースの場合、住宅⽤太陽光発電システム価格は、2030年度︓平均111円/W

まで低減する可能性がある

実績 予測 実績 予測

※各年度末時点の価格を示す



3.5.2 住宅⽤太陽光発電システム市場における導⼊量予測（導⼊・技術開発加速ケース）（その5）

単位︓GW（DCベース）

出典︓株式会社資源総合システム

【導入・技術開発加速ケース】実績 予測

2019年問題︓⾃家消費型へのシフトスタート
バッテリーの採⽤が急増

“ストレージ・パリティ”

既存市場向けZEHパッケージ
（＋バッテリー）が⼤流⾏

超軽量、短期投資回収可能な
システム投⼊へ

ZEH新築平均50%



最初のアクションの
後も、事業者が提
⽰するサービスを⽐
較しながら、次のス
テップに（相互に）
移る可能性がある

4.1.2 住宅⽤太陽光発電“卒FIT”ユーザーが取り得る⾏動パターン（類型化）

© 株式会社資源総合システム

50万〜80万件の“卒FIT”ユーザー
（2019年度までに〜58万件、
2020年度までに〜77万件）

〜2009年度、2010年度に導⼊されたユーザー
（＋ ⼀部、“卒FIT”を待たない

（10年経たない）ユーザーも購買意欲あり）

“ 年間の余“48円/kWh、10年間の余
剰電⼒買取“制度

（FIT制度以前の電⼒会社の
⾃発的な等価買取を合わせると、

最⻑25年間超、余剰電⼒を
取引されたユーザーもいる）

⑦ 完全撤退・撤去
（住宅の除去を含む。 空き家になったり、
故障のまま放置するなどは、危険……）

⑥ リパワリング

最新性能のものにリフレッシュする）

⑥ リパワリング
（全⾯的にシステム更新。

最新性能のものにリフレッシュする）

⑤ システム容量積み増し

過積載して発電量を稼ぐ）

⑤ システム容量積み増し
（追加設置。

過積載して発電量を稼ぐ）

④ 電気自動⾞（EV）を導⼊して
V2H（vehicle to home）に移⾏

③ 自家消費型に移⾏

）

③ 自家消費型に移⾏
（定置⽤蓄電池を導⼊する。 防災⽤→

実⽤レベル容量→＋EVも導⼊へ）

① 現状維持・売電継続
（システムはそのままで、
売電先も変更なく継続）

② 売電先変更

い買取を提⽰する事業者と契約する）

② 売電先変更
（システムはそのままで、売電先を変更。
買取価格は⼤幅に下がるが、少しでも⾼
い買取を提⽰する事業者と契約する）



4.2.7 住宅⽤蓄電システム導⼊量予測 （導⼊・技術開発加速ケース）

出典︓株式会社資源総合システム調べ

 導⼊件数に各区分ごとの標準搭載容量（区分AとCは6kWh、区分Bは8kWh、区分Dは4kWh）を掛けて導⼊量
の予測を⾏った

 2030年には4,120MWh/年の導⼊量を予測している

年度

【導入・技術開発加速ケース】

予測



3.4.4 住宅⽤太陽光発電システム市場のロードマップ（RTS版）

ZEHが
GW市場へ︓
「2030年に

新築の半分が
ZEHに」

2020年代はゼロエネルギー住宅（ZEH）の成⻑期

価格／発電コスト（LCOE）は引き続き下落、「リーズナブルな電気」に
住宅（⼾建）⽤

太陽光発電
システム
導⼊量︓

年間3.7GW、
累積約37GWへ

出典︓株式会社資源総合システム
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• 新築住宅着⼯件数は、⼈⼝減少・世帯数のピークアウト⾒込みを背景に着実に減少。
2030年度に66万棟とすると、このうち新築⼾建住宅は31万棟ほどになり、新築住宅⽤太陽光発電シス
テム市場は飽和状態へ

• ストック（既存住宅）数は増え続け、空き家問題が深刻化する。
「エネルギー・リフォーム」による省エネ／ゼロエネ性能確保など資産価値向上への取組が重要になる。
住⽣活基本計画の⾒直しでも重点事項となり、住宅循環システム構築に向けてZEHなどの優良ストッ
ク拡充が目標に組み込まれる

• 住宅⽤太陽光発電システムの導⼊機会を拡⼤する多種多様な新しいビジネスモデル︓
ポストFITの創蓄省エネルギー機器提案、TPO（第三者所有）／PPA（電⼒購⼊契約）モデルによ
るゼロ円設置、販売⼿法の合わせ技や共同購⼊制度などで低コスト化を促進、ものづくりからCX（顧
客体験）により注⼒したビジネス転換も

• これまで対応を逃していた潜在顧客に向け、⽇本ならではのものづくり・技術開発⼒を発揮︓
耐震性や積雪荷重などに配慮した軽量型・フレキシブル型・屋根材一体型太陽光発電システム、狭⼩
屋根や⽇陰でも対応可能な⾼効率・ハイエンド製品や小型AC太陽電池モジュール、ペロブスカイト型
太陽電池などを応⽤した壁や窓を含むBIPV（建材⼀体型太陽光発電システム）など

• 秩序あるまちづくり・再開発や脱炭素化に貢献するための規制強化・導⼊義務化の動きにより再⽣可能
エネルギー・太陽光発電導⼊加速化の可能性（SDGs、ESG投資にも貢献）
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